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水道用水供給事業

　給水収益は前年度と比較し 1億 6,900 万円減少（▲0.4％）したが、主に霞ヶ浦導水事業撤退

に係る特別利益を 50億 1,900 万円計上したこと等により、総収益は全体で 54億 7,6000 万円増

加（+12.3％）した。

　前年度と比較し、支払利息が 2億 600 万円減少（▲6.5％）、維持管理費が 7,000 万円減少（▲

0.4％）したものの、八ッ場ダムの稼働等に伴い減価償却費が 8億 5,900 万円増加（+4.0％）、

主に霞ヶ浦導水事業撤退に係る特別損失を 94 億 8,900 万円計上したこと等により、総費用は

全体で 102 億 2,000 万円増加（+24.6％）した。

　この結果、当年度純利益は、前年度比で 47 億 4,400 万円減少（▲164.6％）の▲18 億 6,300

万円となった。経常利益は 26 億 800 万円を確保した。（前年度比▲4億 7,500 万円、▲15.4％）
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給水収益 39,774 40,890 38,940 38,912 39,084 39,403 39,234
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単年度利益（一般会計補助金

長期前受金戻入を除く）
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・ 営業収支比率及び経常収支比率は前年度に引き続き 100％を超えており、収益性を確保している。

→【指標が 100％未満である場合＝損失（営業収支、経常収支段階で赤字）の発生】

・ 平成 28 年度に策定した第 4 次企業局経営 5 か年計画では、計画期間中（平成 29 年度～令和

3年度）、経常収支比率を 100％以上にすることを目標としている。

・ 流動比率は、一般的に適正とされる水準（200％）を確保しており、日々の資金繰りに問題は

ないと判断できる。

・ 自己資本構成比率は、前年度比で 0.8ポイント上昇している。これは、資本（資本金+剰余金）

が 10.9 億円増加（一般会計出資金 29.5 億円、当年度純損失 18.6 億円）し、負債資本合計が

152.7億円減少（負債 163.6億円減少、資本 10.9億円増加）したことによる。
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７ 経 営 課 題

（１）主な経営課題

① 節水型社会の進展などに加え、今後本格化する人口減少に伴う有収水量の減少

② 現在整備が進められている水資源開発施設や高度浄水処理施設の稼働に伴う費用全体の増加

③ 老朽化した施設や設備、管路の更新などに伴う減価償却費等の増加

（２）課題に対する対応

① 「埼玉県営水道長期ビジョン」及び「水道施設整備計画」の改定

埼玉県営水道長期ビジョン（平成 24年 3月）（以下「長期ビジョン」）では、将来にわたって

安定給水を確保するため、策定から 15年先の令和 8年度の水道用水供給事業のあるべき姿を示

した。また、長期ビジョンに基づき水道施設整備計画を策定し、令和 2 年 3 月に一部見直しを

行った。今後、近年の県営水道を取り巻く環境の変化（水道法改正や埼玉県水道広域化推進プ

ラン策定（予定）、水資源開発基本計画の変更等）を踏まえ、長期ビジョンの改定を予定してい

る。また、それに伴い水道施設整備計画の全面改定を予定している。改定に向け、事業の基盤

強化を目的とした各種取組について検討していく。

② 受水団体に対する営業活動の実施

全受水団体を訪問し、今後の水需要動向や自己水の運用、料金改定などについて情報交換を

行う。受水団体が県水の増量を検討している場合には支援を行うなど、組織をあげて転換率の

維持・向上を働きかけていく。

③ アセットマネジメントによる施設等の適正な管理

施設や設備、管路の更新や吉見浄水場の拡張整備、高度浄水処理設の導入など建設財源が必

要となる中で、本事業を健全に経営していくため、アセットマネジメント（資産管理）手法に

基づき、長期的視点に立って、効率的かつ効果的な施設の管理を行っていく。

施設のデータ整備や現有施設の健全性の評価を実施することで更新需要の規模やピーク時期

を把握することができる。この更新需要や財政収支の見通しに基づいて、優先度を見極め、計

画的に更新を行っていく。

④ コストの縮減の徹底

上記のアセットマネジメントに基づいて、施設や設備等の更新を計画的に進めていくほか、

発注方法の工夫や工法の見直し、技術革新による仕様の見直し、汎用品の採用などにより建設

コストの縮減に努める。

維持管理費について、引き続き、動力費や委託料などで徹底したコスト縮減に努めていく。

減価償却費については、建設コストの縮減を図ることにより、可能な限りの縮減に努めていく。

（３）今後の料金

現行料金は平成 11年度以降据え置いており、有収水量の減少や今後本格化する人口減少に伴

い、給水収益は減少していくことが見込まれる。一方、支出については、吉見浄水場の拡張整備、

高度浄水処理施設の導入、老朽化した施設・設備の更新など、大型投資案件が計画されており、

これらの稼働により減価償却費や維持管理費、支払利息等、費用の増加が見込まれる。

今後は、上記（２）に掲げる経営改善に取り組んでいくと共に、経営環境の変化を敏感にとら

え、各受水団体等関係機関と情報交換を行いながら、料金値上げについても検討していく必要が

ある。
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